
池田町告示第１１８号 

 

 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５８条の２第３項の規定に基づき、

池田町における人事行政の運営等の状況を次のとおり公表する。 

 

平成２１年 ９月２９日 

                      池田町長 勝 井 勝 丸 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用の状況（平成20年度）                          （単位：人） 

    

区 分 
大学卒 

うち試 

験採用 
短大卒 

うち試 

験採用 
高校卒 

うち試 

験採用 
計 

うち試 

験採用 

その他一般職に属する職員         

医師職 2      2  

薬剤師・医療技術職         

看護・保健職 1 1 1    2 1 

福祉職         

合 計 3 1 1    4 1 

（注）①医師職 … 町立病院の医師  ②薬剤師・医療技術職 … 町立病院の薬剤師・その他の医療技術職員 
   ③看護・保健職 … 町立病院の看護師・保健センターの保健師  ④福祉職 … 利別保育所の保育士 
   ⑤その他一般職に属する職員 … 上記①から④までに掲げる職員以外の職員（次の（2）において同じ。） 
 

（２）職員の退職の状況（平成20年度）                          （単位：人） 

区 分 
自己 

都合 

定年 

退職 

分限 

免職 

懲戒 

免職 

死亡 

退職 
その他 計 

その他一般職に属する職員  2    2 4 

医師職      1 1 

薬剤師・医療技術職 1 2    1 4 

看護・保健職 2     1 3 

福祉職        

合 計 3 4    5 12 
 

（３）職員数、職員数の増減の状況及び当該増減の主な原因（各年4月1日現在）       （単位：人） 

職員数 
区 分 

20年度 21年度 

対前年 

増減数 
増減の主な原因 

議 会 3 2 ▲1 議事係の減員 

総 務 35 36 1 十勝圏複合事務組合派遣職員の増等 

税 務 7 7   

農 水 18 18  農政係の増員、畜産係の減員 

商 工 4 3 ▲1 商工観光係の減員 

土 木 9 10 1 組織改正による管理職員の増員 

民 生 12 14 2 子育て支援係、発達支援係の設置等 

衛 生 10 10   

一般行政部門 

小 計 98 100 2  



特別行政部門 教 育 16 13 ▲3 ことばの教育係廃止による減員 

病 院 44 42 ▲2 看護師の退職不補充による減員等 

水 道 5 5   

下水道 2 2   

その他 22 22   

公営企業等 

会計部門 

小 計 73 71 ▲2  

合 計 187 184 ▲3  

（注）区分は、平成21年度地方公共団体定員管理調査の区分に従い、表中「その他」は、ブドウ・ブドウ酒研究所職員、
国民健康保険事業職員及び介護保険事業職員である。 

 

（４）一般行政職の職級別の職員数（平成21年4月1日現在） 

前年度 
区分 職務の名称 

職員数 

（人） 

構成比 

（％） 職員数 構成比 

１級 定型的な業務を行う職務 3 2.4 3 2.5 

２級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 1 0.8 1 0.8 

３級 

(1) 主任の職務 

(2) 困難な業務を処理する主任の職務 

(3) 係長、主査又はこれらに相当する職務 

38 30.6 39 32.0 

４級 

(1) 特に困難な業務を処理する主任の職務 

(2) 困難な業務を処理する係長若しくは主査又は

これらに相当する職務 

62 50.0 60 49.2 

５級 
(1) 課長補佐又はこれに相当する職務 

(2) 課長、主幹又はこれらに相当する職務 
6 4.8 7 5.7 

６級 

(1) 特に重要な業務を所掌する課長又は主幹若し

くはこれらに相当する職務 

(2) ブドウ・ブドウ酒研究所長の職務 

(3) 会計管理者の職務 

14 11.3 12 9.8 

合計  124 100.0 122 100.0 

（注）1 池田町職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表の職務の級区分に応じた一般行政職（税務職、医師職、薬
剤師・医療技術職、看護・保健職、福祉職、企業職及び技能労務職を除く一般職に属する職員をいう。以下におい
て同じ。）の職員数である。 

 

 

 

２ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（平成20年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

〔年度末〕 （人） 
歳出額〔Ａ〕 

（千円） 

実質収支 

  （千円） 

人件費〔Ｂ〕 

（千円） 

人件費率〔Ｂ/Ａ〕 

（％） 

前年度の人件費率  

（％） 

7,995 5,620,871 99,398 1,050,460 18.7 18.0  

（注）1 普通会計決算額であるため、特別会計及び企業会計に係る人件費等は含まない（次の（2）において同じ。）。 
2 表中「人件費」には、議員、委員、特別職等に係る報酬・給与が含まれている。 

 



（２）職員給与費の状況（平成20年度普通会計決算） 

給 与 費 職員数 

〔Ａ〕 

（人） 
給料 

（千円） 

職員手当 

  （千円） 

期末・勤勉手当 

   （千円） 

計〔Ｂ〕 

 （千円） 

一人当たり給与費 

〔Ｂ/Ａ〕  

（千円） 

112 425,525 89,821 165,510 680,856 6,079 
 

（３）職員の平均の給料月額、平均年齢及び初任給の状況（平成21年4月1日現在） 

区 分 
平均給料月額 

（百円） 

平均年齢 

（歳） 

初任給 

（円） 

大学卒 3,540 45.5 167,100 

短大卒 3,386 44.3 145,400 

高校卒 3,539 46.2 135,900 
一般行政職 

全平均 3,526 45.6  
 

（４）学歴別及び経験年数別の職員の平均の給料月額の状況（平成21年4月1日現在）    （単位：百円） 

経験年数 

区 分 10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 

30年以上 

35年未満 
35年以上 

大学卒 2,807 3,209 3,728 3,919 4,111 4,270 

短大卒 2,509 3,045 3,478   4,040 

高校卒 2,583 2,820 3,348 3,688 3,968 4,121 
一般行政職 

全平均 2,770 3,069 3,594 3,809 4,072 4,157 
 

（５）職員に対する手当の状況 

  ① 期末・勤勉手当（平成21年4月1日現在） 
池田町 国 

区  分 
期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計 

 6月期 1.4月分 0.75月分 2.15月分 1.4月分 0.75月分 2.15月分 

12月期 1.6月分 0.75月分 2.35月分 1.6月分 0.75月分 2.35月分 

計 3.0月分 1.50月分 4.50月分 3.0月分 1.50月分 4.50月分 

職制上の段階、職務の級等

による加算措置 
有（加算率に2分の1を乗じて適用） 有 

期末手当 1,119千円 1人当たり平均支給額 

（平成20年度実績） 勤勉手当 554千円 

 

（注）表中「1人当たり平均支給額」は、当該年度の実支給年額（基準日に在職する職員の支給年額の合算）を当該年12
月分の支給期日に在職する支給実績職員数で除して平均したものである。 

 

  ② 退職手当（平成21年4月１日現在） 

池田町 国 
区  分 

自己都合退職 勧奨・定年退職 自己都合退職 勧奨・定年退職 

勤続20年 23.50月分 30.55月分 23.50月分 30.55月分 

勤続25年 33.50月分 41.34月分 33.50月分 41.34月分 

勤続30年 41.50月分 50.70月分 41.50月分 50.70月分 

支
給
率 

最高限度額 59.28月分 59.28月分 59.28月分 59.28月分 

その他の加算措置 
定年前早期退職加算措置 

（2%～20%加算） 

定年前早期退職加算措置 

（2%～20%加算） 

退職時特別昇給 

退職時の給料月額に、年齢に応じて1.05～

1.2を乗じて得た額の号俸に昇給 

（平成21年度までの期限付き措置） 

無 

1人当たり平均支給額 

（平成20年度実績） 
16,796千円 

 

（注）表中「1人当たり平均支給額」は、当該年度中に退職した職員に支給された退職手当の合計額を当該退職者数で除



して平均したものである。 
 

  ③ 特殊勤務手当 

   ア 種類及び支給単価等（平成21年4月1日現在） 

手当の名称 主な支給対象職員・業務 支給単価 

1 放射線作業手当 本務として放射線の放射作業に従事する職員 月額 5,000円 

2 病理細菌業務手当 本務として病理試験又は細菌検査に従事する職員 月額 5,000円 

3 麻薬管理業務手当 本務として麻薬管理業務に従事する職員 月額 5,000円 

4 夜間看護手当 看護業務に従事する職員が夜間病棟に勤務したとき １回 6,600円 

5 研修手当 町立病院に勤務する医師 月額 70,000円 

6 感染症防疫救治作業手当 
感染症患者等の救護、感染症菌の附着した物件等の処理、感染

症菌の検査等に従事したとき 
日額 500円 

7 野犬掃とう業務手当 犬の捕獲又はと殺処分等の掃とう作業に従事したとき 日額 1,000円 

8 火葬業務従事手当 火葬業務に従事したとき 日額 1,000円 

9 行路死亡人取扱手当 行路死亡人等の死体の収容取扱作業に従事したとき 日額 3,000円 

10 有毒動物など駆除等業務手当 蜂などの有毒動物の駆除業務に従事したとき 日額 1,000円 

 
イ 支給実績等（各特殊勤務手当合計分） 

区 分 全職種 

支給実績（平成20年度決算） 11,062千円 

支給職員1人当たり平均支給額（平成20年度決算） 345,694円 

職員全体に占める特殊勤務手当支給職員の割合（平成20年度実績） 17.4％ 
 

  ④ 時間外勤務手当 

区 分 全職種 

支給実績（平成20年度決算） 40,690千円 

1人当たり平均支給額（平成20年度決算） 262,516円 

 （注）1 時間外勤務手当には休日勤務手当を含む。 
2 表中「1人当たり平均支給額」は、当該年度の実支給総額を当該年度末に在職する時間外勤務手当支給対象職員
数で除して平均したものである。 

 

  ⑤ その他の手当（平成21年4月1日現在） 

区 分 内 容 手当額 
国との

相 違 

配偶者 月額 13,000円 

配偶者以外 月額 6,500円 

配偶者以外（配偶者がいない

場合）うち1人 
月額 11,000円 扶養手当 

扶養親族（他に生計の途がなく、主

としてその職員の扶養を受けている

者）のある職員に支給 
特定期間（16歳から22歳ま

で）の加算 
月額 5,000円 

同 

自ら居住するため住宅（貸間を含

む。）を借り受け月額7,500円を超え

る家賃を支払っている職員に支給 

家賃23,000円未満は、家賃から7,500円を控除し

た額。家賃23,000円以上は、23,000円を越えた額

の2分の1の額に15,500円を加えた額。限度額

27,000円 住居手当 

自ら居住するため住宅を所有する職

員に支給 
月額 15,000円 

異 

通勤手当 

通勤のために交通機関等を利用する

こと及び運賃等の負担をすることを

常例とする者であって、徒歩により

通勤するものとした場合の通勤距離

6ヶ月定期券の価格相当額による一括支給（1ヶ月

の最高限度額は55,000円とする。） 

同 



が片道2km以上である職員に支給 

 

通勤のために自動車等の使用を常例

とする者であって、 徒歩により通勤

するものとした場合の通勤距離が片

道2km以上である職員に支給 

距離に応じて月額 2,000円～24,500円  

医  師 月額 給料月額の100分の24 
管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員に支

給 医師以外 月額 給料月額の100分の10 
異 

特地勤務手当 

交通条件など生活の不便な地に所在

する出先機関に勤務する職員に対し

て支給 

月額 8,000円 異 

道内 月額 110,000円 

遠隔地勤務手当 

在勤地が池田町以外である場合にお

いて、当該在勤地まで100km以上あ

り、当該在勤地に勤務する月数が 6

ヶ月以上ある職員に支給 
道外 月額 170,000円 

異 

宿日直手当 
職員が宿直又は日直を命ぜられたと

き 

①宿直・日直 平日１回 4,200円 

（特殊業務  7,200円 医師 20,000円） 

②半日勤務時間が割り振られた日の退庁時から引き続く

宿直 1回 6,300円 

（特殊業務 10,800円 医師 30,000円） 

同 

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として午後10時から

翌日の午前5時までの間に勤務する

ことを命ぜられた職員に支給 

勤務1時間につき、勤務1時間当たりの給与額の100

分の25 
同 

扶養親族のある職員 131,900円 
世帯主 

扶養親族ない職員 72,900円 寒冷地手当 基準日に、常時勤務する職員に支給 

その他 51,700円 

同 

 

（６）特別職等の職員の給与の状況（平成21年4月1日現在） 

区 分 給料又は報酬の月額 
寒冷地手 

当の支給 
期末手当の支給割合 

町   長 698,000円 有 

副 町 長 584,000円 有 

教 育 長 523,000円 有 

議   長 258,000円 無 

副 議 長 204,000円 無 

議   員 161,000円 無 

6月期 

12月期 

計 

加算措置 

2.15  月分 

2.35  月分 

4.50  月分 

 無 

支給実績 

（平成 20年度決算） 

町長の給料 8,273千円 

副町長の給料 6,951千円 

町長の期末手当及び寒冷地手当 3,273千円 

副町長の期末手当及び寒冷地手当 2,760千円 

教育長の給料 6,276千円 

教育長の期末手当及び寒冷地手当 2,485千円 

議員(議長・副議長を含む｡)の報酬 27,423千円 

議員(議長・副議長を含む｡)の期末手当 10,278千円 
 

（７）職員の給与の削減のための特例措置の状況（平成21年4月1日現在） 

削減項目 内 容 削減額（普通会計予算） 

給 料 給料月額を一律3％削減 24,816千円 

期末・勤勉手当 
期末・勤勉手当基礎額の算定の際、役

職加算率に2分の1を乗じて適用 
9,160千円 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 



（１）職員の勤務時間（平成21年4月1日現在） 

1週間の 

勤務時間 
開始時間 終了時間 休憩時間 週休日 

38時間45分 8:45 17:30 12:00～13:00 土曜日及び日曜日 

（注）1 表中「1週間の勤務時間」は、地方公務員法第24条第6項の規定に基づき条例で定めた職員の勤務時間である。 
2 町立病院等、役場庁舎以外の勤務場所では、これと異なる勤務形態となる場合がある。 

 

（２）職員の年次有給休暇の取得状況（平成20年1月1日～平成20年12月31日） 

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率 

5,117日 1,142日 131人 8.7日 22.3% 

（注）1 表中「全対象職員数」は、当該年の1月1日から12月31日までの全期間在職した町長部局に勤務する一般職員
（交替制勤務職員を除く）の合計数とし、当該期間の中途に採用された職員、退職した職員、当該期間中に育児休
業等の事由がある職員及び派遣職員を除く。 
2 表中「総付与日数」は、当該年の1月1日現在において全期間在職した職員に付与された日数（前年度からの繰
越分を含む。）の合計である。 
3 表中「総取得日数」は、全期間在職した職員の取得した年次有給休暇の合計である。 

 

（３）職員の時間外勤務の状況（平成20年度実績） 

月 別 時間外勤務時間数（時間） 

４月 2,039  

５月 1,675 

６月 1,269 

７月 1,018 

８月 928 

９月 1,399 

１０月 1,260 

１１月 1,186 

１２月 700 

１月 1,208 

２月 1,487 

３月 1,861 

合計 16,030 

職員1人当たり年間平均 103.4 

（注）1 表中「時間外勤務時間数」は､当該年度中において職員が実際に行った時間外勤務の当該時間の月別合計である｡ 
2 表中「職員1人当たり年間平均」は、時間外勤務時間数の合計を当該年度末に在職する時間外勤務手当支給対象
職員数で除して平均したものである。 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）職員の分限の件数（平成20年度） 

処分事由 地方公務員法 降任 免職 休職 合計 

勤務実績が良くない場合 第28条第1項第1号 0 0  0 

心身の故障の場合 
第28条第1項第2号及び 

同条第2項第1号 
0 0 2 2 

職に必要な適格性を欠く場合 第28条第1項第3号 2 0  2 

職制、定数の改廃、予算の減少により

廃職、過員を生じた場合 
第28条第1項第4号 0 0  0 

刑事事件に関し起訴された場合 第28条第2項第2号   0 0 

条例で定める事由による場合 第27条第2項   0 0 

地方公務員法第28条第4項により失職した者    0 



地方公務員法第28条第4項に基づく条例により失職しなかった者    0 

合 計 2 0 2 4 

（注）職員のうち地方公務員法に基づき分限処分に付された職員の状況であり、当該年度において同一の職員が複数回に
わたって分限処分に付された場合は、重複して計上している。 

 
（２）職員の懲戒の件数（平成20年度） 

処分事由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 第29条第1項第1号 0 0 0 0 0 

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った

場合 
第29条第1項第2号 1 3 0 0 4 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の

あった場合 
第29条第1項第3号 5 2 1 0 8 

合 計 6 5 1 0 12 

（注）職員のうち地方公務員法に基づき懲戒処分に付された職員の状況であり、当該年度において同一の職員が複数回に
わたって懲戒処分に付された場合は、重複して計上している。 

 

５ 職員の服務の状況 

（１）営利企業等の従事の許可の件数（平成20年度） 

区 分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事の許可申請 0 0 

 （注）一般職員の地方公務員法第38条の規定に基づく営利企業等の従事の許可の状況である。 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）職員の研修の実施状況（平成20年度） 

研修の名称 

（派遣先等） 
研修の内容 実施回数 修了者数 

職場外研修（十勝町村会） 新規採用職員研修 他 5回 10人 

職場外研修（北海道市町村職員研修センター） 指導能力研修 他 5回 5人 

職場外研修（北海道市町村振興協会） 外国派遣研修 他 2回 2人 

職場内研修（町独自研修） 法務研修 2回 58 人 

職場内研修（町独自研修） 新規採用職員研修 1回 2 人 

 （注）地方公務員法第39条の規定に基づき、任命権者が行う職員の研修（総務課所管研修）の状況である。 
 

（２）職員の勤務成績の評定の状況（平成20年度） 

該当なし。 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の厚生制度の状況（平成20年度） 

区 分 内 容 実施状況 

職員の保健に関すること 職員健康診断事業 

総合健診の実施 

定期健康診断の実施 

生活習慣病予防健診の実施 

蜂アレルギー抗体検査の実施 



職員の元気回復に関すること 未実施  

その他職員の厚生に関すること 未実施  

 （注）地方公務員法第42条の規定に基づく職員の厚生制度の状況である。 
 
（２）職員の公務災害補償の状況 

  ① 公務災害（平成20年度） 

認定件数 
受理件数 

公務災害該当 公務災害非該当 認定請求中 
取り下げ件数 

（今年度以前受理分を含む） 

1 1 0 0 0 

 （注）地方公務員災害補償法に基づく職員（嘱託・臨時職員を含む。）の公務災害補償の状況である（次の②において同じ。）。 
  

② 通勤災害（平成20年度） 

認定件数 
受理件数 

通勤災害該当 通勤災害非該当 認定請求中 
取り下げ件数 

（今年度以前受理分を含む） 

0 0 0 0 0 

 

８ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

（１）勤務条件に関する措置の要求の件数（平成20年度） 

 

区 分 
前年度末現在

未処理件数 
措置要求件数 処理件数 

前年度末現在

未処理件数に

係る処理件数 

今年度の措置

要求件数係る

処理件数 

年度末現在 

未処理件数 

給 与 0 0 0 0 0 0 

勤務時間 0 0 0 0 0 0 

休 暇 0 0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 0 

（注）件数は、措置要求をした個々の職員1 人をもって1件とし、数人の職員が共同で措置要求をした場合も職員1人を
もって1件としている。また1人の職員が2以上の異なる区分について同時に措置要求をした場合は、それぞれを1
件としている。 

 

９ 不利益処分に関する不服申立ての状況 

（１）不利益処分に関する不服申立ての件数（平成20年度） 

 

区 分 
前年度末現在

未処理件数 

不服申立て 

件数 
処理件数 

前年度末現在

未処理件数に

係る処理件数 

今年度の措置

要求件数係る

処理件数 

年度末現在 

未処理件数 

分限処分 0 0 0 0 0 0 

懲戒処分 0 0 0 0 0 0 

転 任 0 0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 0 

（注）件数は、不服申立てをした個々の職員1人をもって1件としている。 

 


